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NRIグループのコーポレート・ステートメントは
「Dream up the future.　未来創発」です。
変化が激しく先の予測がつかないこの時代。
社会のこれからをしっかり見据えながら
確かな未来を切り拓いていきたい。
そのために、新しい価値を創造することで
世の中に貢献したいと私たちは願っています。
NRIグループはあくなき挑戦を続けていきます。

NRIグループの取り組みを紹介するページのアイコンについて

SDGs（持続可能な開発目標）＊で掲げられた17の目標のうち、本文
で紹介しているNRIグループの「お客さまとの価値共創事例」が
該当する目標のアイコンを掲載しています。

＊ 世界が抱える課題を解決するために、国連が定めた2016年から2030
年までの世界共通の目標。目標の達成に向けて、国連加盟各国の政府、
地方自治体、企業、NPO・NGOはもとより、国民一人ひとりの参画と
協力が期待されている。
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　野村総合研究所（NRI）は創業以来、コンサル
ティングやITソリューションなどの事業を通して人々
の豊かな生活に貢献できるよう努めてまいりました。
本業による企業・社会の課題解決と社会価値の創
造に挑む精神は、私たちNRIグループのDNAとして、
創業時から現在まで受け継がれています。
　昨今、ますます複雑化・多様化する課題を抱え
る社会が、これからも活力を維持して成長してい
くためには、デジタル化の推進が1つの鍵となりま
す。デジタルファーストへの転換は、社会全体の大
きな潮流となるでしょう。私たちはデジタル技術を
活用した変革（デジタルトランスフォーメーション
＝DX）に注力し、企業やビジネスの改革から社会
課題の解決まで、幅広い領域で新たな価値を生み
出していきたいと考えています。NRIグループが有
するコンサルティングからITソリューションまで一
貫して提供できる能力を発揮し、お客さまや社会

ごあいさつ

株式会社野村総合研究所
代表取締役会長 兼 社長
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の課題解決に寄与する事業を広く展開することで、
社会に貢献してまいります。
　変化が激しく、確約のない時代の中で、社会や
産業、企業も既成概念を打ち破って進んでいかな
ければならない今こそ、NRIグループの果たす役割
と真価が問われるときだと考えています。2030年
に向けた長期経営ビジョン「NRI Group Vision 
2030（V2030）」のもと、私たちは経営とテクノロ
ジーの融合で時代を先駆け、DXの先にある人々の
豊かな生活を洞察し、「デジタル社会資本（デジタ
ル技術で新たな価値を生み出し社会や産業を支え
る共通のインフラやサービス）」で世界をダイナミッ
クに変革していきます。そして、企業理念の中で掲
げている3つの「創発する社会」、すなわち、①夢
と可能性に満ち、豊かさを実感する、活力ある社
会　②人々の英知がつながり、環境にやさしい持
続可能な社会　③強くてしなやかな、安全で安心

に満ちた社会　の実現に向け、国内外の多様なス
テークホルダーと手を携えて、社会価値を共創して
まいります。
　V2030および中期経営計画（2023-2025）では、
このような事業を通じた社会価値の創造に加えて、
ESG（環境・社会・ガバナンス）をその土台に位置
づけています。NRIグループではこれまでも、デー
タセンターでの再生可能エネルギー利用や、人権へ
の対応、ガバナンスの強化などに先進的に取り組ん
でまいりました。今後これらを海外も含めたNRIグ
ループ全体、そしてサプライチェーン全体への取り組
みへと進化させるべく、準備を進めています。
　NRIグループはこれからも、豊かで持続可能な
未来社会の実現に向けて邁進いたします。
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への奉仕」という志が書かれていま
す。この志がNRIグループのサステ
ナビリティ経営の原点であり、「経
済価値と社会価値の両立」は私た
ちにとって特別なことではなく、創

NRIグループ創業の想い

野村総合研究所は、1965年に日
本初の民間総合シンクタンクとして
設立された「（旧）野村総合研究所」
と、1966年に設立され日本初の
商用コンピュータのビジネス利用を
実現した「野村コンピュータシステ
ム」が、1988年に合併して誕生し
ました。
（旧）野村総合研究所の設立趣意書
には「産業経済の振興と一般社会

業当時から取り組んでいることです。
また、両社の合併は、「来るべき高
度情報社会を見通したとき、システ
ム機能を持たないシンクタンクはあ
り得ないし、シンクタンク機能を持
たないシステム企業もあり得ない」
という、あらゆる分野でデジタルの
力が必要とされているまさに今の世
の中を予見した考えに基づいて行
われました。
本業を通じて新たな社会価値を創
出し、社会課題の解決に挑む精神

サステナビリティ経営

（旧）野村総合研究所の
設立趣意書
（1962年 野村證券作成）
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は、私たちのDNAとして今日まで
受け継がれています。

NRIグループの企業理念

私たちの企業理念は、「使命」「創
発する社会」「私たちの価値観」を
柱としています。

長期経営ビジョン
NRI Group Vision 2030（V2030）

企業理念を実現するために定めた
「NRI Group Vision 2030」では、
2030年までのNRIグループの成長
ストーリーを描いています。これま
で実績を積み重ねてきた私たちの
ビジネス、つまりコア領域の深化・

進化と、DX3.0への挑戦、そしてさ
らなるグローバル展開を軸に成長す
ることで、世界をダイナミックに変
革する存在となることをめざします。

コア領域の
深化・拡大

日本・アジア
の事業成長

DX1.0

DX2.0

DX3.0

豪州事業
の強化

ビ
ジ
ネ
ス
の
広
が
り

地域の広がり

“デジタル社会資本”
の創出

経営とテクノロジーの融合で時代を先駆け、DXの先にある豊かさを洞察し、
デジタル社会資本で世界をダイナミックに変革する存在へ

2030年のNRIグループの姿

コア領域の
進化

圧倒的な競争力と
高付加価値の実現

北米展開

NRIらしいプロフェッショナルNRIらしいプロフェッショナル
サービスの事業基盤確立サービスの事業基盤確立

使命

社会に対して：
新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う

お客様に対して：
お客様の信頼を得て、お客様とともに栄える

コーポレート・ステートメント

創発する
社会

夢と可能性に満ち、豊かさを実感する、活力ある社会
人々の英知がつながり、環境にやさしい持続可能な社会
強くてしなやかな、安全で安心に満ちた社会

私たちの
価値観

先見性と緻密さで、期待を超える
多彩な個が互いに尊重し、志をひとつにする
情熱と誇りを胸に、あくなき挑戦を続ける
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サステナビリティ基本方針
（マテリアリティ）

V2030では、サステナビリティの
考え方をマテリアリティとして成長
戦略に組み込みました。私たちは、
「創出する価値」、「価値を生み出
す資本」、「経営基盤（ESG）」の
3層からなる8つのマテリアリティ
で、「持続可能な未来社会づくり」
と「NRIグループの成長戦略実現」
に取り組みます。
マテリアリティの特定にあたっては、
自社にとっての影響（財務面）のみ
ならずステークホルダーからの期
待・要請（環境・社会への影響）も
含む「ダブルマテリアリティ」も考慮
しています。8つのマテリアリティに
基づいて活動計画を立案・実行する
とともに、KPIを定めて定期的に進
捗状況を確認しています。

サステナビリティ経営の推進体制

2023年度に、2つの委員会を統括
するサステナビリティ会議（取締役
が委員長）を設置し、サステナビリ
ティガバナンスをより強化しました。

価値共創浸透活動

社員一人ひとりが自らの業務と社会
との関わりを理解し、社会価値の
創出につなげる「価値共創浸透活
動」を行っています。その活動の一
環で、NRIグループのMVV＊を一丸
となって実践するために、「MVVダ
イアログ」を各組織で実施していま
す。
＊Mission & Values, V2030

取締役会

サステナビリティ会議

価値共創推進委員会 サステナビリティ推進委員会

マテリアリティ：「持続可能な未来社会づくり」と「NRIグループの成長戦略実現」のために2030年に向けて重点的に取り組むテーマ

デジタル社会資本の充実を通じた
活力ある未来社会の共創

ビジネスパートナーとの協働による
地球環境への貢献

多様なプロフェッショナルの挑戦・成長による
人的資本の拡充

社会資源の有効活用を通じた
最適社会の共創

ステークホルダーとの関係強化による
社会的責任の遂行

個々の知を組織力に昇華させる
知的資本の創出・蓄積

社会インフラの高度化を通じた
安全安心社会の共創

戦略的なリスクコントロールを実現する
ガバナンスの高度化

■ 創出する価値

■ 価値を生み出す資本

■ 経営基盤（ESG）

NRIグループのマテリアリティ

上程・報告監督

連携
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社会の
トランス
フォーメー
ション

DX3.0 パラダイム
変革

さまざまなパートナー
との共創を通じた
「デジタル社会資本」
の創出

顧客・業界の
トランス
フォーメー
ション

DX2.0
ビジネス
モデル
変革

今までにない
デジタルサービス
の確立

DX1.0

プロセス
変革 既存ビジネス

の進化

新事業の創出インフラ
変革

DX3.0への挑戦

これまで展開してきた、プロセス変
革やインフラ変革を実現するDX1.0
や、ビジネスモデル変革を実現する
DX2.0に加え、社会課題解決に主
眼を置いたDX3.0にも挑んでいま

す。私たちが持つコンサルティング
とITソリューションの強みを掛け合
わせ、DX3.0を通じて、持続可能
な社会の実現に向けた社会変革を
推進します。

持続可能な未来社会づくりと
NRIグループの成長戦略は一体

NRIグループは、「持続可能な未来
社会づくりとNRIグループの成長
戦略は一体」と考え、サステナビリ
ティ経営を進化させていきます。

Envision the value, Empower the change（まだ見ぬ価値をともに描き、変革にさらなる力を）

地球環境への貢献 社会的責任の遂行 ガバナンスの高度化

人的資本の拡充 知的資本の創出・蓄積

活力ある未来社会の共創 最適社会の共創 安全安心社会の共創■ 創出する価値

■ 2030年のNRIグループの姿 経営とテクノロジーの融合で時代を先駆け、DXの先にある豊かさを洞察し、
デジタル社会資本で世界をダイナミックに変革する存在へ

V2030全体像DX3.0とは

■ 成長ストーリー ■ 数値イメージ

■ 価値を生み出す資本

■ 経営基盤（ESG）

コア領域の
深化・拡大

ビ
ジ
ネ
ス
の
広
が
り

地域の広がり

売上 1兆円超

  うち海外 2,500億円超

営業利益率 20％以上

ビジョンステートメント

DX

コア進化

グローバル
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NRIはコーポレート・ステートメント「未来創発」に基づき、「NRI未来創発
フォーラム」を毎年開催しています。2022年は会場で約900名、オンライ
ンで約4,600名の方にご参加いただきました。

基調講演ではNRI代表取締役会長 兼 社長の此本が登壇。NRIの調査で明
らかになったデジタル化による生活満足度の向上やビジネスモデル変革の事
例を紹介しました。併せて、デジタルを活用して日本の「魅力度」を向上させ、
海外からの高度人財と直接投資の流入を狙う施策を提言しました。続く特別
講演では、『WIRED＊』創刊編集長のケヴィン・ケリー氏が登壇。ケリー氏は、
加速するグローバリズムとデジタル化、そしてAIの進化を考察。今からAIや
メタバースの分野に参入することは、日本企業や日本にとって大きなチャンスで
あると語りました。最後に、特別対談として、『WIRED』日本版編集長である
松島倫明氏をモデレーターに加え、ケリー氏×松島氏×此本の3名でテクノロ
ジーが生み出す未来について対談しました。

NRIはこれからも、社会の変化を捉えて未来を予測し、よりよい社会の構築
に向けて社会提言活動を続けてまいります。

社内外の専門家・有識者とともに日本や世界の未来を考える、
｢NRI未来創発フォーラム｣ を開催しています

日本と世界の未来像を構想する
活力ある未来社会の共創

＊ 1993年、米国でプリ
ントマガジンとして創
刊。テクノロジーを軸
に社会や文化を切りと
り、あるべき未来像に
ついて発信している総
合メディア
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思いがけない旅先と出会える新サービス
｢どこかにビューーン！」の提供を開始しました

近年、「ランダムに選択された目的地への旅行」が注目されています。NRIグ
ループではDXによる地域活性化を研究し、“思いがけない旅先との出会い”と
いうコンセプトで、貯まったマイレージやポイントを活用した旅行サービスを企
画・開発。日本各地の魅力的な地域へ足を運ぶ機会を生み出しています。

東日本旅客鉄道株式会社（JR 東日本）、NRIデジタル、NRIは協働して、東北・
上信越地域への新たな観光需要や地方での消費機会を創出するために、新幹
線の新サービス「どこかにビューーン！」を2022年12月より提供開始しました。
お客さまが保有するJRE POINTを利用して＊1、4つの行き先候補駅＊2の中か
らランダムに選ばれた「どこか」1つの駅に往復できる本サービスは、偶然から
始まる旅を通じて、お客さまに新たな出会いや体験を提供しています。コロナ
禍後の旅行需要回復のみならず、地域との交流機会の創出による継続的な地
域活性化を実現する施策です。

NRIグループはこれからも、新たなビジネスモデルの創出やDXの知見を活かし
て顧客企業の魅力的なサービス開発・提供を支援するとともに、さまざまな形
で地域活性化にも貢献していきます。

DXで新たな顧客体験の創出と地域活性化に貢献する

＊1 JR東日本のポイント
サービス「JRE POINT」
6,000ポイントで申し
込みできる

＊2 JR東日本の47の新幹
線停車駅からランダム
に選ばれた4つの候補
駅。気に入った行き先
になるまで再検索でき
る。最終的な行き先は
申し込みから3日以内
に案内される

活力ある未来社会の共創
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オーストラリアの投資家向けに
｢ESG リスク・レーティング情報提供サービス｣ の提供を開始しました

企業のESGへの取り組みを後押しする

持続可能な社会の実現に向けて、豪州でもESGへの関心が高まっています。
ESG推進機関「RIAA＊1」によると、豪州の国内投資信託の43％がESG投
資により運用されており（2022年9月時点）、投資家が投資判断を行う際にも、
企業のESGに対する取り組みへの評価を重視していることがわかります。

NRIグループのAustralian Investment Exchange Limited（AUSIEX）は、
豪州の投資家向けに、Morningstar Sustainalytics＊2の「ESG・リスクレーティ
ング情報」を提供するサービスを2022年10月より始めました。本サービスは、
投資家が投資判断に活用する株式取引システムに、上場企業が抱える重要な
ESG課題に対して、管理されていない状態にあるESGリスクの程度を評価・
点数化した「総合的なESGリスクのスコア」と、「環境」「社会」「ガバナンス」
の項目ごとのスコアを表示します。今後は、投資判断の参考となる新たな基準
も提案するとともに、投資家向け教育コンテンツ開発なども進めていきます。

NRIグループはこれからも、ステークホルダーや社会におけるESGやSDGs
についての取り組みをサポートし、持続可能な社会づくりに貢献していきます。

＊1 Responsible 
Investment 
Association 
Australasia

＊2 米国モーニングスター
グループの1つ。世界
中の投資家による責
任投資戦略の開発と
実践を25年以上にわ
たりサポートしてきた、
ESG調査・レーティン
グ・データ提供のリー
ディングカンパニー

活力ある未来社会の共創
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脱炭素社会の実現に向けた、市場ルール形成のためのイニシアチブ＊1

「GXリーグ」で、全体コーディネートを務めています 

日本のGX（グリーントランスフォーメーション）を推進する

GX（グリーントランスフォーメーション）とは、化石燃料中心の産業構造をクリーン
エネルギー中心に移行させ、経済社会システム全体の変革を図ることです。日
本では2050年のカーボンニュートラル実現や2030年の温室効果ガス排出削
減目標達成をめざす取り組みが本格化しています。

2022年には経済産業省が発表した「GXリーグ基本構想＊2」に基づいてイニ
シアチブが発足し、多様な業界・企業による活動が始まりました。これはカー
ボンニュートラルの実現を促進する仕組み“カーボンプライシング＊3”の中核と
なる排出量取引＊4制度などのルール作りに、日本企業の多様なニーズを反映
させていくものです。関係者間での議論や試行実験を重ねて、GXに向けた市
場形成をめざしています。日本のカーボンニュートラル実現に向けた実効的な
活動であると同時に、日本発の国際的に有意義なルール発信となることも期待
されています。NRIは「GXリーグ」の事務局として全体のコーディネートを担っ
ており、関係者間の調整を行いながら、日本のGX推進の一翼を担っています。

NRIはこれからも、さまざまなステークホルダーとチームとなって価値を共創し、
社会全体の変革に貢献していきます。

＊1 共通の問題や課題を持
つ者が連携し、率先し
てその解決に取り組む
活動または団体

＊2 2022年度には約700
社が基本構想へ賛同し
た

＊3 二酸化炭素の排出量に
応じて企業などに金銭
的なコストを負担して
もらう仕組み

＊4 企業が二酸化炭素排
出量を削減した分を株
式や債券のように市場
で売買するもの

最適社会の共創
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「カーボントレーシングシステム（NRI -CTS）＊1」で、
サプライチェーン全体のCO2排出量を見える化します

世界中で気候変動問題への対策が進む中、企業には自社だけではなくサプラ
イチェーン全体のCO2排出量の開示・削減が求められています。しかし取引先
各社からのデータ収集は容易ではなく、企業にとって悩みの種となっています。

NRIでは、「カーボントレーシングシステム（NRI-CTS）」で多数の企業のCO2
排出量情報をつなぐことにより、サプライチェーン全体の排出量算定支援に挑
戦しています。より正確で信頼性の高い算定を可能にするプロセス記録機能
や改ざん検知機能を備え、さらに主要な国際的ガイドラインの改定にも対応。
各企業の個別対応の手間を省きながら、最新の世界動向にも適応できます。

また、NRIはWBCSD＊2傘下のPACT（Partnership for Carbon Transparency）
プロジェクトに参画し、サプライチェーンにおける排出量の透明性を高めて脱
炭素化を加速することをめざしています。この中でNRI-CTSは、世界でもいち
早くPACTのフレームワークに適合したソリューションとして認定されました。

NRIはこれからも、グローバル水準で脱炭素社会実現を促進する取り組みを進
め、持続可能な未来に貢献していきます。

＊1 企業・製品のCO2排出
量算定・共有ソリュー
ション。実測値に基づ
いて各社のCO2排出
量情報を集約すること
で、サプライチェーン
全体での排出量が集
計可能となる

＊2 The World Business 
Council for Sustain-
able Development

 （持続可能な開発のた
めの世界経済人会議）。
世界各国から約200
社のCEOが集まる連
合体

デジタル技術で国内外の脱炭素社会実現に貢献する
最適社会の共創
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マイナンバーカードによる本人確認サービス「e-NINSHO＊」を活用し、
生命保険会社の業務革新・サービスの高度化を支援しています

2016年1月に制度が始まって以降、重要な社会インフラの一つになっている
マイナンバー。特にコロナ禍を契機として日本ではデジタル公共サービスの利
用頻度も高まっています。NRIは、マイナンバーカードを活用した本人確認サー
ビス「e-NINSHO」を提供しており、総務大臣認定の安全安心なサービスと
して、多くの大手保険会社などのお客さまにご利用いただいています。

その活用事例の一つが、生命保険加入者の生存確認です。契約者の同意のも
と、マイナンバーカードと生命保険の契約を連動させておくと、契約者が亡く
なった時に保険会社が自動的にマイナンバーカードの失効情報を取得できるプ
ラットフォームをNRIは提供。保険会社は速やかにご遺族などに保険金受取
の手続きをご案内でき、保険金不払いとなってしまうことを防げます。これま
で契約者の状況確認に膨大な手間とコストをかけていた保険会社は、この仕
組みによって業務効率化とサービス高度化を同時に叶えられ、またご遺族な
どにとっても保険金を確実かつ迅速に受け取れるようになります。

NRIは、今後もさまざまな手続きのデジタル化に取り組み、企業と生活者の
双方にとって便利で安全安心なデジタル社会の実現をめざします。

＊ マイナンバーカードを
利用してオンライン上
で本人確認やマイナン
バーの収集などを行う
公的な個人認証サービ
ス

生活者の利便性向上と社会コスト低減に寄与する
最適社会の共創
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｢サイバーセキュリティイニシアティブジャパン｣ を共同設立し、
情報セキュリティ対策のフレームワークを策定・提供しています

日本の情報セキュリティ水準の底上げを図る

DXによる新たな価値創造への取り組みが広がる中、サイバーセキュリティヘ
の高度な対応がこれまで以上に求められています。日本のサイバー防衛力の
底上げは、セキュリティ業界全体で取り組むべき課題となっています。

NRIセキュアテクノロジーズは、株式会社ラック、グローバルセキュリティエキ
スパート株式会社と共同で、国内の企業が直面するサイバーセキュリティリス
クヘの対策を支援する会員制の任意団体「サイバーセキュリティイニシアティ
ブジャパン（以下CSIJ）」を2022年4月に設立しました。CSIJは、これから
のデジタル社会にふさわしいセキュリティ対策を評価するフレームワーク＊1や、
高度なサイバーセキュリティ人材育成のフレームワーク＊2を策定。これらを提
供することで、会員企業・団体のサービスの高度化や安全性の向上を関係省
庁とも連携を図りながら支援しています。

NRIグループはこれからも、DXの知見を活かして社会や産業全体のセキュリ
ティレベルの底上げを図るとともに、安全・安心なデジタル社会の実現に貢
献していきます。

安全安心社会の共創

＊1 セキュリティに関する
主要なガイドラインを
踏まえ、クラウドなど
の利活用が進むIT領域
におけるセキュリティ
対策の状況を評価する
ための指針となるもの

＊2 セキュリティ人材の業
務内容に焦点を当て役
割を定義し、レベル別
に到達するためのキャ
リアパスや研修カリ
キュラムなどを提示す
るもの
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人的資本の
拡充

■　　NRIグループの人的資本戦略
NRIグループの強みは「人」、すなわち、高度な専門性を
持ち、自ら設定した目標のもとに自立して働き、変革を
恐れずに挑戦するプロフェッショナルな社員です。このよ
うな人材を育むために、志の高い社員の能力を引き出し、
現場で成果につなげていく仕組みや環境づくりを進めて
います。

■　　一人ひとりの創造性を最大限に
■　　引き出す成長サイクル
社員の志向・経験を考慮しながら一人ひとりの能力を最
大限に引き出し、社員の挑戦を後押ししています。また、
エンゲージメントの高い組織の構築をめざし、多様なプ
ロフェッショナルが活躍できるよう、ダイバーシティ＆イン
クルージョンにも継続的に取り組んでいます。

個々人・組織の成長

仕事に対する
誇りの醸成

多様な優秀人材の採用

チャレンジングな
アサインメント

仕事に対する
コミットメント 優秀な人材と

働きたい人材
を魅了

重大な仕事を
任されている自覚
お客さまからの
高い評価

経験の有無に関わらず
ストレッチアサイン

成長サイクル

人的資本の成長サイクル
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知的資本の
創出・蓄積

■　　NRIグループの競争力の源
知的資本は、NRIグループのなくてはならない力強い競争
力の源であり、他社との違いを際立たせる重要な要素で
す。知的資本の蓄積と活用によって、個の力を組織力に
昇華するとともに、その知識・ノウハウを時代を超えて継
承しています。

■　　未来社会を洞察する専門家集団の挑戦
NRIグループのシンクタンク機能を担う未来創発センター
では、各領域で高い専門性を持つメンバーが活躍してい
ます。日本や世界が直面する社会課題・経済課題を洞察
し、それらの解決に資する提案と、その先の未来像を提
言・発信する「未来志向型シンクタンク」をめざしています。

事業展開を支えるケイパビリティ

卓越したビジネスモデル 進化し続けるブランド

特許権　　著作権　　商標権　　意匠権

組織力を高めるナレッジ
フレームワーク　　業界ネットワーク

実行支援ノウハウ
アナリティクス手法・ツール
ITソリューションノウハウ・規程

コンソリューション

コンサルティング
業界・業務・
技術知識
顧客の

経営課題認識

優れた洞察力
政策提言
情報発信

市場予測・調査 

ITソリューション
開発・運用
ドキュメント
ソフトウェア資産

高度な実現力
品質、顧客満足度
社会インフラ
としての実績

信頼感・企業イメージ

組織力を支えるプロセス

品質監理　　生産革新　　事業開発

NRIグループの知的資本
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■　　環境目標
NRIグループでは、「ビジネスパートナーとの協働による
地球環境への貢献」をマテリアリティの一つに位置づけ、
自然資本へ配慮するとともに持続可能な地球環境づくり
へ貢献する取り組みを推進しています。2023年2月に
は、SBTイニシアチブの「企業ネットゼロ基準」にのっとり、
バリューチェーン全体の脱炭素化をめざす環境目標を設
定しました。

環境・社会への
取り組み ■　　NRI Net-Zero Journey

Scope3を含む「2050年ネットゼロ」を達成する道のり
をビジネスパートナーと一緒に歩み、ともにビジネスの成
長と持続可能な未来社会づくりをめざす取り組み「NRI 
Net-Zero Journey」を進めています。2022年度は、ビ
ジネスパートナーの方々にSBT水準の温室効果ガス排出
量削減目標を設定いただくためのワークショップを開催し、
30社にご参加いただきました。

お客さま
消費者

政府
国際機関

株主
投資家

地域社会

ビジネスパートナー
NRI社員 ・ お客さまから選ばれる存在へ

・ 規制への対応、先取り

・ 投資家への説明責任
・ 投資の呼び込み

・ ブランディング
や信頼獲得

・ 社員のエンゲー
ジメント向上
・ 採用市場で選ば
れる存在へ ビジネスパートナー

とNRI

産業界への貢献

持続可能な
未来社会づくり
への貢献ビジネスパートナーと

NRI双方のメリット
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環境・社会への取り組み

NRIグループの温室効果ガス排出量の実績推移および目標（Scope1+2）

NRIグループの環境目標

120
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40

20

0
2013 20222019

（千t -CO2）

（年度）2030

温
室
効
果
ガ
ス（Scope1+2

）排
出
量

実績
66%
削減

目標
ネットゼロ計画

区分 2030年度目標 2050年度目標

Scope
1＋2

NRIグループの温室効果ガス排出量
ネットゼロ＊

＊排出量を2019年度比で97％削減、残余排出量＊1は中和化＊2 NRIグループの温室効果ガス排出量
（Scope1＋2＋3）
ネットゼロ＊

＊排出量を2019年度比で90％削減、残余排出量は
中和化

NRIグループの再生可能エネルギー利用率100％

Scope 3
NRIグループの温室効果ガス排出量
30%削減（2019年度比）

■　　TCFD最終提言に対する取り組み
NRIでは、2018年度から段階的にTCFDシナリオ分析
（気候変動によるリスクと機会の特定、財務的インパクト
算出）を行い、公式サイトなどで結果を報告しています。
2022年度はこれまでの分析を総括し、わかりやすく体
系的な情報開示への改善に取り組みました。今後も、気
候変動の影響を把握し、適切に対応するため、TCFDに
基づいた情報開示を進めます。

実績

＊1  残余排出量 
ネットゼロ目標年の時点で自
社グループのバリューチェー
ン内で削減できない排出量

＊2  中和化
バリューチェーンの外で炭
素除去技術等を活用し残
余排出量を相殺すること
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■　　CDP創設者Paul氏とのトップ対談
NRIでは、グローバルなサステナビリティのトレンドを理
解し、それを経営戦略やリスクマネジメントに反映するた
め、外部有識者の方々と毎年ダイアログを行っています。
2022年11月に、気候変動対応で世界をリードする英国
のNGO団体「CDP」の創設者 Paul Dickinson氏とダ
イアログを行いました。当日は、①NRIグループの成長
ストーリーとDX3.0  ②グローバルな気候変動関連トレ
ンドと情報開示の重要性  ③持続可能な社会に向けてIT
企業へ期待する役割 の3つのテーマについて、Paul氏と
NRI社長の此本、執行役員の桧原が意見交換しました。

■　　「キッザニア福岡」にパビリオンを出展
2022年7月、こどもの職業・社会体験施設「キッザニア
福岡」（福岡県福岡市）に、こども達が自ら考え、手を動
かして社会課題を解決していくことに関心や喜びを抱いて
ほしいとの想いから、「ビジネスイノベーションセンター」
パビリオンを出展しました。社会課題を解決するための
アイデアを考え、それを実現する方法を生み出すというユ
ニークなパビリオンで、「ビジネスデザイナー」と「DXエ
ンジニア」の2つの職業が体験できます。
また、「キッザニア福岡」の入場チケットを福岡市内の児
童養護施設等や里親家庭にも寄贈しました。
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■　　NRI学生小論文コンテスト2022
これからの社会を担う学生のみなさんに、日本と世界の
未来について考える機会を持ってもらいたいという想いか
ら、「NRI学生小論文コンテスト」を開催しました。ジャー
ナリストの池上彰氏とノンフィクションライターの最相葉
月氏を特別審査委員に迎え、高校生の部・大学生の部合
わせて2,215もの応募作品から入賞作品を決定しました。

〈大賞受賞作品タイトル〉
・高校生の部：「救うべくして救った命」
・大学生の部：「もっと頑張れ」と大人たちは言うけれ
ど～教育格差是正のための社会構想～

■　　大学生を招いてワールドカフェ開催
NRIの証券ソリューション事業本部では、社会課題への
知見を深め、DXを通じて社会課題を解決する革新的な
ビジネスアイデアを創出するための「ソーシャルグッドアク
ション」を開始。その活動の一環として、社会課題をテー
マに活動している一般社団法人アンカー所属の大学生を
招いたディスカッションを実施しました。地方創生・環境・
LGBTQ＋などをテーマに、社員も学生も垣根を越えて社
会課題解決について熱く議論を交わしました。

環境・社会への取り組み
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■　　NRIみらい
障がいのある社員が多く所属する特例子会社「NRIみら
い」では、社員一人ひとりの可能性を引き出しながら、事業
部門とのコワークにより業務の幅を広げています。2022
年度には投資家への投信データ提供サービスの一部を担
うなど、事業本部と連携した業務も
スタートしました。今後も、事業本
部をはじめグループ会社とのインク
ルージョンを推進していきます。

■　　オーストラリアのラグビーチーム
■　　NSW Waratahsとスポンサー契約
NRIオーストラリアは、オーストラリアの人気ラグビーチー
ムThe New South Wales Waratahsのプリンシ
パルパートナーとしてスポンサー契約を締結しました。オ
セアニア地域でのさらなる認知拡大
とともに、スポーツの振興を通じて
オセアニア地域の活性化に一層貢
献することをめざしています。

■　　オーストラリアでの社会貢献活動
NRIグループのPlanitでは、地元の団体と連携して社会
貢献活動を展開しています。
1. 難民支援
難民の就労支援を行うTalent Beyond Boundaries
（TBB）と提携し、スキルを持つ難民を従業員に迎えて移
住・定住することを支援しています。既に、TBBを通じて
採用した従業員がITコンサルタントとして活躍しており、
今後も継続的にTBBとの取り組みを続けていきます。
2. 女子高校生へのIT技術系キャリアプログラム
Planitは、女性向けIT技術系キャリアコミュニティの
HerTechPathと提携し、女子高校生を対象としたワー
クショップを提供しています。

環境・社会への取り組み
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参加しているイニシアチブ
NRIは、サステナビリティに関するイニシアチブ＊に積
極的に参加しています。イニシアチブが提唱する原則
や目標へのコミットメントを表明し、経営や事業の変
革に取り組んでいます。

UNGC
（国連グローバル・コンパクト）

JCI
（気候変動イニシアティブ）

＊イニシアチブ：共通の問題や課題を持つ者が連携し、率先してその解決に取り組む活動または団体

COOL CHOICETCFD
（気候関連財務情報開示タスクフォース）

Science Based Targets 
initiative（SBTi）

RE100
（Renewable Electricity 100%）

Business Ambition
for 1.5°C

WBCSD
（持続可能な開発のための世界経済人会議）

GXリーグ

Race to Zero
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社名 株式会社野村総合研究所

英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.

連結売上高 6,922億円（2022年度）

連結従業員数 17,394人

数字で見るサステナビリティトピックス

温室効果ガス排出量（Scope1＋2）

66％削減
2022年度実績（2019年度比）

2030年度目標

ネットゼロ＊

＊排出量を2019 年度比で97％削減、残余排出量は中和化

CO2

海外拠点従業員数

6,596人
海外拠点従業員比率

37.9％
＊ここに挙げた数値で、明示のないものは、すべて2022年度の実績または2023年3月末時点のものです。

データセンターにおける再生可能エネルギー利用率

100％
（2022年度末時点）

NRIグループで最も多くの電力
を使用しているデータセンター
の脱炭素化を実現しています。
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育児休業取得後の復職率
（男女合計）

98.1％
育児休業取得者数＊は284名で
うち225名が男性社員です。

＊育児目的休暇（パートナー出産休暇）を含む

ESGに関するeラーニング受講率

98.0％
国内のNRIグループ全体で、
ESGの基礎知識や自社の取り
組みに関するeラーニングを毎
年実施しています。

女性管理職比率

9.5％
（2023年4月1日現在）

2025年度末目標

13.0％

社会貢献活動費

1,637百万円
社会貢献活動費には、金銭の提供、
現物の提供、施設の開放、社員の活
動、社会課題解決に向けた調査研
究費が含まれます。

集計対象：NRI 単体

集計対象：NRI 単体
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外部からの評価─ESG株式指数の構成銘柄への採用

Dow Jones Sustainability 
World Index
2018年から採用
Dow Jones Sustainability 
Asia Pacifi c Index
2016年から採用

Euronext Vigeo World 120 Index
2021年から採用

Sompoサステナビリティ・
インデックス
2012年から採用

FTSE４Good  Index Series
2006年から採用

＊ THE INCLUSION OF Nomura Research Institute, Ltd IN ANY MSCI 
INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE 
MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A 
SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Nomura 
Research Institute, Ltd BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE 
MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI 
AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR 
SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI ESG Leaders 
Indexes＊

2016年から採用

2020年の世界のESG投資額は、約4,000兆円にのぼります。
NRIは、数々の代表的なESG株式指数の構成銘柄に採用されています。
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年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が国内株式を対象として選定しているESG株式指数のうち
5つに、それらの指数がGPIFに選定された当初から、NRIは構成銘柄として採用されています。
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CDP気候変動Aリスト企業に4年連続で認定

CDP＊から、気候変動に関する戦略や対応、ならびに情
報開示が評価され、2019年度から4年連続で、最高評
価である「気候変動Aリスト」企業に
認定されています。
＊企業や自治体の環境パフォーマンスに関する
情報開示プラットフォームを運営する国際的な
NGO

MSCIのESG格付けで2年連続で最上位の「AAA」＊

MSCIのESG格付けは、業界固有のESG（環境・社会・
ガバナンス）リスクと、同業他社と比較した当該リスク
の管理能力を分析し、企業を「AAAからCCC」の7段
階で格付けするものです。NRIは2年連続で、最上位の
「AAA」を獲得しました。

CDP サプライヤー・エンゲージメント・リーダー・ボードに
4年連続で選定

CDPから、サプライチェーン全体での温
室効果ガス排出量削減や気候変動リスク
低減に関する対応などが評価され、4年連
続で選定されました。

ジャパンタイムズ「Sustainable Japan Award2022」
で最優秀賞を受賞

株式会社ジャパンタイムズ主催（後援：経済産業省、環境
省、金融庁）の「Sustainable Japan Award 2022」
において、最高賞である最優秀賞を受賞しました。特
にITソリューション分野での共同利用型サービスの提供、
NRIの保有するデータセンター
における再生可能エネルギー利
用推進、サステナビリティ関連分
野でのコンサルティングサービス
の提供などが評価されました。

外部からの評価─民間団体などからの表彰

＊ THE INCLUSION OF Nomura Research Institute, Ltd IN ANY MSCI INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT CONSTITUTE A 
SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Nomura Research Institute, Ltd BY MSCI OR ANY OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI 
AND THE MSCI INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

As of 2022, Nomura Research Institute, Ltd.
received an MSCI ESG Rating of AAA
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─中央省庁などによる認定

えるぼし最高位（3段階目）

健康経営優良法人（ホワイト500）

くるみん

プラチナくるみん

日本取締役協会「コーポレートガバナンス・オブ・ザ・イヤー
2022」のWinner Companyに選出

一般社団法人日本取締役協会が主催する「コーポレート
ガバナンス・オブ・ザ・イヤー2022」において、Winner 
Companyに選出されました。
この賞では、コーポレートガバナ
ンスを意識した経営を行い、中
長期の健全な成長を実現してい
る企業が表彰されます。

証券アナリストによる「ディスクロージャー優良企業選定」
で6年連続ITサービス・ソフトウェア部門第1位を獲得

公益社団法人日本証券アナリスト協会が実施している
「証券アナリストによるディスクロージャー優良企業選定」
のITサービス・ソフトウェア部門
において、6年連続で第1位を獲
得しました。また、個人投資家向
け情報提供部門においても、3年
連続で優良企業に選ばれました。
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NRI Group Vision 2030 ステートメント
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グローバルネットワーク 2023年4月時点

16カ国・地域　46拠点
欧州 Denmark　Ireland　Luxembourg
 United Kingdom

北米 United States

アジア・大洋州 Australia　China　Hong Kong　India　Indonesia
  New Zealand　Philippines　Singapore 　South Korea 
  Taiwan　Thailand
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Nomura Research Institute Holdings America, Inc.

Nomura Research Institute America, Inc.

Nomura Research Institute IT Solutions America, Inc.

Core BTS, Inc.

Cutter Associates, LLC

Cutter Associates Europe, Ltd

Nomura Research Institute Europe Limited

野村総合研究所（北京）有限公司

野村総合研究所（上海）有限公司

野村総合研究所（大連）有限公司

北京智明創発有限公司

大連智明創発有限公司

吉林智明創発有限公司

Nomura Research Institute Asia Pacifi c Private Limited

Nomura Research Institute Hong Kong Limited

Nomura Research Institute Singapore Pte. Ltd.

野村総合研究所台湾有限公司

Nomura Research Institute Seoul Co., Ltd.

Nomura Research Institute Consulting and Solutions India Private Limited

Nomura Research Institute Financial Technologies India Pvt. Ltd.

PT. Nomura Research Institute Indonesia

Nomura Research Institute Thailand

NRI Australia Limited

NRI Australia Holdings Pty Ltd

Australian Investment Exchange Limited

Planit Test Management Solutions Pty Ltd

Planit Software Testing Limited (NZ)

Planit Software Testing Limited (UK)

Planit Testing India Private Limited

Planit Philippines Corporation

Velrada Capital Pty Ltd

Velrada UK Ltd

Shift Left Group Limited

NRI New Zealand Limited
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NRIの
国内グループ会社

2023年4月時点

株式会社野村総合研究所
代表取締役会長 兼 社長　此本 臣吾
www.nri.com/jp

東京本社
〒100-0004
東京都千代田区大手町1-9-2
大手町フィナンシャルシティ  グランキューブ
Tel.03-5533-2111（代表）

木場総合センター
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-15  タワーN棟

横浜総合センター
〒220-0012
神奈川県横浜市西区みなとみらい4-4-1
横浜野村ビル

大阪総合センター
〒530-0005
大阪府大阪市北区中之島3-2-4
中之島フェスティバルタワー ウエスト

NRIネットコム株式会社
Webビジネスシステム・Webブランド戦略
www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ株式会社
情報セキュリティソリューション
www.nri-secure.co.jp

NRIワークプレイスサービス株式会社
NRIグループ各社への
ワークプレイス関連サービスを提供

NRIデータiテック株式会社
IT基盤の構築・運用サポート
www.n-itech.com

NRI社会情報システム株式会社
高齢者の地域活動・就業活動支援
www.nri-social.co.jp

NRIプロセスイノベーション株式会社
BPO（ビジネスプロセスアウトソーシング）サービス
www.nri-pi.com

NRIシステムテクノ株式会社
味の素グループの情報システムの
企画・開発・運用
www.nri-st.co.jp

株式会社ユービーセキュア
情報セキュリティに関する診断サービス
およびコンサルティングサービス
www.ubsecure.jp

株式会社だいこう証券ビジネス
証券・金融業界向けミドル・パックサービスの提供
www.daiko-sb.co.jp

株式会社DSB情報システム
企業のDX化を支えるソリューションを提供
www.dsb-is.co.jp

NRIみらい株式会社
障がい者の方による
NRIグループ各社へのオフィスサービスの提供と
障がい者雇用に関する定点調査
www.nri-mirai.com

日本智明創発ソフト株式会社
ソフトウエア受託開発、技術支援サービス
www.zhimingsoft.jp

NRIリテールネクスト株式会社
小売ソリューションの研究・検証

NRIデジタル株式会社
デジタルビジネスコンサルティングサービス、
デジタルITソリューションサービス、
デジタルアナリティクスサービス
www.nri-digital.jp

株式会社NDIAS
自動車に関するセキュリティ事業全般
ndias.jp

株式会社Financial Digital Solutions
金融デジタルソリューションの開発
www.financial-ds.jp

日本証券テクノロジー株式会社
金融・証券のトータルソリューション提供
www.nstec.jp
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サステナビリティブック2023  編集方針

｢サステナビリティブック」に関するお問い合わせ先

株式会社野村総合研究所　サステナビリティ推進部
E-mail：sustainability@nri.co.jp
〒100-0004　東京都千代田区大手町1-9-2
大手町フィナンシャルシティ グランキューブ

NRIは、NRIグループのサステナビリティに関わる取り組みをステー
クホルダーのみなさまに理解していただくとともに、社内外の方々
とのコミュニケーションを図り、取り組みの向上につなげていくこ
とを目的として、2005 年度からサステナビリティに関連した報告
書を発行しています。

2017年度からはサステナビリティ関連の活動や実績について、「サ
ステナビリティブック」と公式サイト、「統合レポート」で公開してい
ます。

「サステナビリティブック」は、ステークホルダーのみなさまにとっ
て関心の高い内容や、NRIグループがお伝えしたい内容を、親しみ
やすく、読みやすくまとめています。一方、公式サイト上では、NRI
グループが行っているサステナビリティに関連した取り組みなどに
ついて、年間を通して発信しています。

公式サイト
https://www.nri.com/jp

統合レポート
https://ir.nri.com/jp/ir/library/report.html

ESGデータブック
https://www.nri.com/jp/sustainability/library/report

対象期間 
2022年度（2022年 4月1日～2023年3月31日）の取り組みを
中心に、一部、過去の経緯や2023年 4月1日以降の活動、将来の
活動予定についても記載しています。

商標について
本冊子に記載されている社名・製品名などの固有名称は、各社の
商標または登録商標です。

免責事項
本冊子にはNRIグループの過去と現在の事実だけでなく、発行時
点において入手できた情報に基づいた計画や予測が含まれています。
諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象がこの計画
や予測とは異なったものとなる可能性があります。
なお、本文中の組織名・役職名などは活動や取材が行われた当時
のものです。

41

mailto:sustainability%40nri.co.jp?subject=
https://www.nri.com/jp
https://ir.nri.com/jp/ir/library/report.html
https://www.nri.com/jp/sustainability/library/report


野
村
総
合
研
究
所

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
ブ
ッ
ク 

２
０
２
３

無断転載禁止　Copyright © 2023 Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved.
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